
鳥取県産業廃棄物処分場税の
あらまし

Ｒｅｆｕｓｅ
（発生抑制）

Ｒｅｄｕｃｅ
（減量化）

Ｒｅｕｓｅ
（再使用）

Ｒｅｃｙｃｌｅ
（再生利用）

鳥取県では、廃棄物を出さない循環
型社会の実現を目指して“４つのＲ”を
推進しています

産業廃棄物処分場税Ｑ＆Ａ産業廃棄物処分場税Ｑ＆Ａ産業廃棄物処分場税Ｑ＆Ａ

お問い合わせ先

税の仕組みに関すること

産業廃棄物及び税収使途に関すること

事業活動に伴って生じた廃棄物で、廃棄物処理法
で定められた廃棄物（燃え殻、汚泥、がれき類など）
をいいます。なお、一般家庭などから生じる一般廃棄
物については、産業廃棄物処分場税は課税されませ
ん。

県内の最終処分場へ産業廃棄物を搬入する排出事
業者は、県内、県外を問わず課税されます。

産業廃棄物とは何ですか？

県外の排出事業者も課税されるのですか？

産業廃棄物の発生抑制を目的とするのであれば
排出事業者に課税する仕組みが望ましいのでは？

排出事業者に直接課税する方式の場合、膨大な数
の事業者が納税義務者となるため、年間約900万円の
税収と納税者の事務負担や徴税コストを勘案すると、
産業廃棄物を最終処分場に搬入する際に処分料金に
合わせて税を納めていただく現行方式が望ましいと考
えました。
また、排出事業者に直接課税する方式では、産業
廃棄物の排出時に本県で課税され、さらに他県の最
終処分場に運搬された際にも課税されるという二重課
税の懸念も生じます。

排出事業者が、中間処理施設に産業廃棄物を搬入
したときの税の納め方はどうなりますか？

産業廃棄物を中間処理施設に搬入した時点では課
税対象とはなりませんが、中間処理後の残さが最終処
分場に搬入された場合に、その重量に対して課税され
ます（納税義務者は中間処理業者）。
この場合、排出事業者は、最終処分場に搬入された
中間処理後の残さ重量分を「税相当額」として中間処
理料金に含めて中間処理業者に支払っていただくこと
となります。
排出事業者は、「税相当額」を支払うことにより、間接
的に税を負担していただくこととなります。

中間処理業者は、「税相当額」をどのようにして中間
処理料金に転嫁すればよいのですか？

「税相当額」を中間処理料金に転嫁する方法につい
ては、市場原理に委ねることから法的な規制はありま
せんが、例えば、中間処理業者のこれまでの処理実績
に基づいた残さ率を設定することなどが考えられます。
「税相当額」は、中間処理業者から見れば処理コスト
の一部となりますので、排出事業者と協議の上、適正
な処理料金の設定をお願いします。

「事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を
自らの責任において適正に処理しなければならない。」
と廃棄物処理法に排出者責任が明確化されているよう
に、産業廃棄物処分場税についても、税の負担者は直
接的、間接的を問わず産業廃棄物を排出する事業者
ですので、御理解と御協力をお願いします。

排出事業者は、なぜ税を間接的に負担する必要があ
るのですか？

お問い合わせせ先

自ら自ら
と廃棄と廃棄
に、
接
で

る

最終処分場に搬入される産業廃棄物が容量で計測
されるときはどうするのですか？

この税は、重量をもとに納税していただきますが、重
量での計測が困難な場合には、規則で定めた方法に
より、容量を重量に換算し納税していただきます。

令和５年３月／鳥取県税務課

「鳥取県産業廃棄物処分場税」は、排出事業者の皆様に税を直接的、または間接的に負担してい
ただくことにより、産業廃棄物の発生抑制やリサイクル促進などの施策を行い、循環型社会を構築
するための財源となる目的税です。



鳥取県では、産業廃棄物処理施設の設置の促進及び産業廃棄物の発生の抑制、再生その他適正な処理に関する
施策に要する経費に充てるため、法定外目的税として「産業廃棄物処分場税」を平成15年４月１日から導入してい
ます。

県内外を問わず排出された産業廃棄物を、県内の最終処分場に搬入する排出事業者または中間処理業者です。

○ 最終処分業者が、排出事業者や中間処理業者から受け取った税額をとりまとめて県に申告納入していただきま
す。（特別徴収）
○ 他の事業者が排出した産業廃棄物を中間処理（破砕・焼却など）後に自社処分した場合は、中間処理業者が県
に申告納付していただきます。

産業廃棄物処分場税の仕組みと概要

税の目的

税を納める人（納税義務者）

課税の対象（課税客体）と納める額（税率）

県内の最終処分場に搬入された産業廃棄物の重量に対して１トンあたり1,000円が課税されます。

税の納め方（徴収方法）

課税とならないもの

○ 自らが排出した産業廃棄物を自らが有する最終処分場で処分（自社処分）した場合。
○ 事業活動に伴って生じる廃棄物と性質の異なる廃棄物で知事が指定するもの。
（例）下水処理に伴い発生する汚泥など

税の使いみち（税収使途）

税収は、「鳥取県産業廃棄物適正処理基金」に積立て、産業廃棄物処理施設の設置の促進及び産業廃棄物の発
生の抑制、再生その他適正な処理に関する施設に要する経費に充てています。

※産廃税＝産業廃棄物処分場税。以下同様。

中間処理を通さず、
直接最終処分場に
搬入する場合

中間処理をした残さを、
最終処分場に搬入する
場合

★収集運搬料金
＋

★中間処理料金
（産廃税相当額含む）

収集運搬業者

★収集運搬料金
＋

★最終処分料金
＋

★産廃税

排出事業者
（間接的な税負担者）

排出事業者
（納税義務者）

排出事業者
（間接的な税負担者）

中間処理業者
（納税義務者）

自社の最終処分場最終処分業者

収集運搬業者

中間処理業者
（納税義務者）

鳥 取 県 （中部県税事務所）

最終処分業者

収集運搬業者

収集運搬業者

申告納入 申告納入 申告納付

★収集運搬料金
＋

★最終処分料金
＋

★産廃税(※)

★最終処分料金
＋

★産廃税

★産廃税 ★産廃税 ★産廃税

★中間処理料金
（産廃税相当額含む）

★中間処理料金
（産廃税相当額含む）

★最終処分料金
＋

★産廃税

★収集運搬料金
＋

★中間処理料金
（産廃税相当額含む）

自社処分

中間処理をした残さを、中間
処理業者が自社の最終処分
場に搬入する場合

産業廃棄物処分場税の導入を境に、リサイクル率は大幅に向上し、最終処分（埋立）量は減少しています。
なお、リサイクル率は、令和２年度80.1％と全国平均の53.4％を大きく上回っています。この税が産業廃棄物の
排出抑制、リサイクル向上に寄与しています。

税の効果～産業廃棄物の最終処分量の減少～


